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第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当連結会計年度におけるわが国経済は、原油などの資源高やサブプライムローン問題に端を発する米

国経済の減速懸念などは見られたものの、企業の体質改善、収益力の強化と、所得・雇用環境の改善に

よる個人消費の持ち直しもあり、緩やかではありますが引き続き景気の拡大を実感できる局面にあると

いえました。  

 当社グループの主要な販売先であります半導体業界におきましても、デジタル家電等の需要拡大を基

に、国内はもとより世界的な設備投資意欲の拡大をうけ、当連結会計年度を通じ全体的には好調であ

り、商機は拡大してまいりました。また、光ファイバー業界におきましても、新興国のインフラ整備に

向けた日本市場、北米市場の需要に若干回復の兆しが見える状況にありました。  

 このような経営環境下、全役職員の意識改革を図り、半導体の微細化による製造プロセスの変更等に

伴う、新規半導体製造用材料の販売地域の拡大と販売量の増加に注力いたしました。また、米国子会

社・台湾支店及び韓国の合弁会社を中心に海外商権の確保と販売量の増加に積極的に取り組むと同時

に、国内では研究開発分野での新規商権獲得などに取り組んで参りました結果、売上高は3,601,779千

円（前年同期比33.3％増）となりました。  

 一方、利益面につきましても、全社一丸となり原価圧縮や経費削減による製造コストの低減に努力し

た結果、営業利益は686,622千円（同98.1％増）、経常利益は628,113千円（同91.1％増）、当期純利益

は369,798千円（同93.7％増）となりました。  

 なお、販売実績にかかる所在地別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

① 日本 

各半導体メーカーにおいて先端の半導体の量産化が進んできたことにより当社の新規材料の需要

が増大したこと、及び台湾を中心としたアジア地域での販路拡大により、販売につきましては好調

に推移いたしました。その結果、売上高は3,478,199千円（前年同期比42.3％増）となり、営業利益

は693,128千円（同119.4％増）となりました。 

② 北米 

米国子会社TCLC, INC.の同地域での販売が、一部顧客において在庫調整の局面があった影響を受

け、売上高は123,579千円（前年同期比52.0％減）となり、営業利益は2,308千円（同91.4％減）と

なりました。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比

べ26,767千円増加し130,528千円（前年同期比25.8％増）となりました。    

 当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果得られた資金は118,212千円（同625.1％増）となりました。これは主に、税金等調整

前当期純利益の計上628,113千円、減価償却費181,874千円等のプラス要因が、売上債権の増加額

427,595千円、法人税等の支払額163,810千円等のマイナス要因を上回ったことによるものであります。
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（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果使用した資金は522,659千円（同636.1％増）となりました。これは主に、有形固定資

産の取得による支出530,170千円によるものであります。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果得られた資金は432,309千円（同737.9％増）となりました。これは主に、株式の発行

による収入640,048千円等のプラス要因が、社債の償還による支出220,000千円等のマイナス要因を上回

ったことによるものであります。 

  

２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当社グループの生産・販売品目は広範囲かつ多種多様であり、同種の製品であっても、その容量、構

造、形式、用途等は必ずしも一様ではないことから、記載しておりません。 

  

(2) 受注状況 

生産実績と同様の理由に加え、受注生産形態をとらない製品が多いことから、記載しておりません。

  

(3) 販売実績 

   「第一部 企業情報 第２ 事業の状況 １ 業績等の概要 (1)業績」に記載のとおりでありま

す。なお、主要な販売先及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。 

 
(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

３ 【対処すべき課題】 

世界の半導体産業は、DRAM価格の下落等に見られるとおり低価格化競争が続いており、その影響により

当社グループ製品の販売単価に対する値下げ要請圧力は強く、一部製品における販売価格及び利益率の低

下が予想されます。また、当社グループを取り巻く国内外の事業環境の見通しにつきましても、米国のサ

ブプライムローン問題の長期化・深刻化に伴い世界的な景気減速も懸念され、また原油価格の高騰やそれ

に追随する原材料価格の上昇、対ドル・対ユーロでの円高の進行など、先行きに対する不透明感はより一

層増大しております。  

 このような環境下、当社グループは、化学の面から引き続き最先端テクノロジーの発展に貢献すべく、

以下に掲げる項目を経営戦略の基本方針として事業展開を行い、継続的成長の達成を目指すとともに企業

価値の最大化に努めてまいります。   

(1) 既存分野における新材料の開発  

 ①開発部門について、固定的な組織編制を改め、かつ開発部門以外のメンバーを取り込んだプロジェ

クトチーム方式に切り替えて、機動的な業務推進を図ってまいります。 

 ②研究開発テーマを3年以内の短期テーマとそれ以上の長期テーマに二分し、前者の推進に重点をお

いてまいります。 

 ③他企業や大学・研究機関との提携を積極的に推進してまいります。 

相手先 
前連結会計年度 当連結会計年度 

金額(千円) 割合(％) 金額(千円) 割合(％)

TOPCO Scientific Co., Ltd. 434,875 16.1 1,042,012 28.9 

日本エア・リキード㈱ 576,443 21.3 561,237 15.6 
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(2) 事業規模拡大のための上野原第二工場建設に伴う開発・生産・販売体制強化 

  ①本年12月竣工予定の「上野原第二工場」稼働とともに増産体制を整備いたします。 

  ②事業規模拡大に伴う業務量の増大予測に対し、省力化を図るとともに業務分担見直しを目的に組織

整備を行います。 

  

(3) 事業基盤強化のための新分野開拓 

 ①既存開発商品の中から新事業の柱になりうる候補商品を探索行います。 

②既存技術の転用等による新規開発商品の探索も行います。  

  

(4) 社内体制の見直し 

社内の技術開発体制におきましても研究開発部門の整備と強化、営業部門とのより密接な連携を図る

ことにより、国内外を問わず先端デバイス・次世代向け試薬の開発・製造・販売に向けて積極的に取り

組んでまいります。 

 また、同時に当社グループの競争力と収益性をより高めるため、購入物品の単価低減や納入業者の選

択・見直し、在庫圧縮及び生産体制の再構築による商品供給力の強化などによりコスト削減を強力に推

進して、将来に備えてまいります。 

  

４ 【事業等のリスク】 

以下において、当社グループの事業展開上のリスク要因となる可能性があると考えられる事項を記載し

ております。また、当社としては必ずしも事業上のリスクとは考えていない事項についても、投資判断、

あるいは当社グループの事業内容を理解する上で重要と考えられる事項については、投資者に対する積極

的な情報開示の観点から記載しております。なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末

現在において当社が判断したものであります。 

  

(1) 特定の業界に依存していることについて 

①シリコンサイクルについて 

 当連結会計年度の売上高は半導体市場向けがほとんどであり、当社グループの業績はシリコンサイクル

（デバイスメーカーの生産動向）の影響を少なからず受ける傾向にあります。特に、半導体製造前工程の

CVD工程及びエッチング工程を得意とする当社グループは、シリコンウエハの生産動向に特に大きく影響

を受ける傾向にあります。 

 今後も半導体市場の拡大が見込まれ、順調に推移するものとは考えられますが、市況が大きく変化し、

縮小傾向に転じた場合には、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。 

 当社では、そうしたリスクを防止あるいは分散するため、半導体市場のうち、より先行する半導体先端

開発分野におけるマーケティングを充実し、市場変化を先取りするとともに、市況サイクルの異なる国内

市場と海外市場のバランスを取りつつ、他方、新分野開拓にも注力して対処していく所存であります。 

②競合の状況について 

 当社グループは、最先端の半導体に用いられる高純度の化学材料において、技術的な優位性やノウハウ

を保持していることや、ニッチな市場であることから、現状、実質的な競争相手となる企業が少なく、高

いシェアを有しております。  

 しかし、今後、最先端の半導体の生産量が拡大することが見込まれており、新規に企業が参入した場

合、競争の激化によって当社グループの財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 
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③原材料の市況変動について 

 当社グループの製品は、その原料に市況変動に左右される化学薬品や金属材料を多く使用し、他方金属

容器については、同様に市況変動に左右されるステンレス材料を使用しております。当社グループでは、

市況変動に大きく左右されないよう市況価格に鑑みながら取引先との価格交渉にあたっておりますが、今

後市況価格の暴騰があった場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。  

  

(2) 当社の事業遂行上のリスクについて 

①財務の状況 

 当社グループが販売している高純度化学材料は、主に最先端の半導体に用いられているため、極めて高

い純度や特性が要求されており、これらの要求に応えられる高純度化学材料を開発するために多額の研究

開発費が先行して発生することや、高純度の化学材料を生産するための製造設備等を設けることなどか

ら、事業を遂行する上では、多額の資金が必要となっております。当社は、必要な資金の多くを主に金融

機関からの借入金で調達していることから、有利子負債への依存度が高くなっており、当連結会計年度末

現在における当社グループの総資産に占める有利子負債の割合は26.9％となっております。 

 当社としては、増資等により自己資本の充実を図ると共に、生産体制の見直し、研究開発活動の管理の

徹底による効率化等による利益率の向上により、有利子負債への依存度を低下させる方針であります。 

 しかしながら、現状の有利子負債依存度の状態で借入金利が上昇した場合、支払利息の増加により当社

グループの財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

②為替変動リスクについて 

 当社グループは、製品等の輸出入及び原材料の輸入において外貨建取引を行っていること並びに外貨建

の資産を保有していることから、急激な為替変動があった場合、当社グループの業績に影響を与える可能

性があります。 

③品質管理について 

 当社は、ISO9001品質マネジメントシステムの採用で、社内生産に関しては当然のこと、主たる協力会

社にも同様の体制整備を要請しながら、総合的な品質保証体制と継続的な改良・改善体制の運用に努めて

まいりました。そのことにより、不良品発生の低減に注力しておりますが、クレーム発生の可能性は皆無

ではありません。また、製造物賠償に関してはＰＬ保険に加入しており、現時点におきましては、企業の

存続やユーザーの事業継続を脅かすような甚大なクレームや製造物責任につながる事態は考えられませ

ん。しかしながら、万一そうした事態が発生した場合には、クレームに対する補償、対策が製造原価の上

昇を招き、当社の業績及びブランドの評価に大きな影響を与える可能性があります。 

④人材の確保について 

 当社は刻々変化する市場環境に対応して、常時、高度な研究開発を継続していく必要があり、そのため

優秀な人材の確保と維持は事業展開上非常に重要な事項となっております。そのため、当社が必要とする

人材の獲得に困難が発生したり、あるいは当社の人材が社外に流出した場合には、当社の業務運営に支障

が発生する可能性があります。 
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⑤顧客情報の漏洩及び技術ノウハウの流出について 

 当社グループは、半導体メーカーの最先端の半導体に係る製造工程や材料の特性等の情報を知った上

で、高純度の化学材料の開発、提案を行っております。従って、当社グループの従業員が事業上知り得た

顧客の技術情報を外部に漏洩した場合、当社グループの信用の失墜による取引関係の悪化や、技術情報の

漏洩による損害に対する賠償を請求されることなどにより、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性が

あります。 

 また、当社グループが製造する高純度化学材料は、創業以来蓄積してきた高純度化や安定生産に係るノ

ウハウが重要な要素となっており、当社グループが保有する高純度化のノウハウ等に係る情報が、何らか

の形で社外に流出した場合、技術的な優位性を維持できなくなることにより、当社グループの財政状態及

び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

⑥仕入先への高い依存度について 

 当社では高純度化学材料を充填するための容器を外部からの仕入により調達しておりますが、そのう

ち、当社グループの販売先である半導体メーカー等の半導体製造装置に合わせた特殊仕様の容器について

は、主に㈱下山工業から仕入れております。同社からの仕入の割合は全体仕入の約２割を占めており、同

社との取引関係が何らかの理由により解消となった場合、一時的に当社の仕入に支障が生じる可能性があ

ります。 

  

(3) 研究開発について 

 当社は、既存製品の改良や新規製品の研究開発等により、研究開発費、それに関連する設備投資が先行

して発生しております。そのため、多大な研究開発費や設備投資費用を投入したにもかかわらず、製品開

発等が軌道に乗らなかった場合には、当社グループの業務運営に支障が生じる可能性があります。  

そうしたリスクを防止あるいは分散するため、研究開発段階でのマーケティングに注力してリスクを分散

するとともに、研究開発プロジェクト管理の徹底を図り、他企業との提携を積極的に推進することで投資

リスクを最小限に抑える体制を整備しております。 

  

(4) 法的規制等について 

 当社の製造する製品には、毒物・劇物が含まれ、またそれらの製品を製造する際に使用する材料にも毒

物・劇物が含まれております。また、当社グループは国内での営業取引のみならず、外国企業との輸出入

取引を行なっている関係上、日本及び諸外国の法令等による諸規制を受けております。それらの製品及び

材料取扱を規制する法律・法令等の主なものとしましては、「毒物及び劇物取締法」、「消防法」、「高

圧ガス保安法」、「土壌汚染対策法」、「特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進

に関する法律」、「化学兵器の禁止及び特定物質の規制等に関する法律」などがあります。 

 当社グループでは、国内外の法令等の遵守並びに運用状況・改訂動向に関する情報収集には万全を期し

ておりますが、現在又は将来の法律及び諸規制を遵守できなかった場合には、当社グループが債務を負っ

たり、免許・届出・認可等の取り消しや一定期間の停止を含む罰則の適用を受けたり、事業の中断を含む

公的命令を受けたり、その後の事業の継続に障害となる信用の低下を被ったりすること等により、当社グ

ループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 
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(5) 知的財産権等について 

 当社グループの事業分野に関する知的財産権については、特許権を取得しております。当該知的財産に

ついては、製品化に至る種々のノウハウと密接不可分の関係にあり、知的財産権を利用されることにより

当社の業績が重大な影響を受ける可能性は少ないと考えております。しかしながら、万が一類似製品が登

場した場合には、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。 

 他方、当社は第三者の知的財産権を侵害しないよう入念な事前調査を行っておりますが、当社の認識の

範囲外のことで、これを侵害する可能性があり、これにより、当社が第三者と知的財産権をめぐって損害

賠償、対価の支払あるいは使用差し止め等を請求され、当社グループの業績に影響を与える可能性があり

ます。 

  

(6) ベンチャーキャピタル及び投資事業組合の当社株式保有率について 

 当連結会計年度末現在における当社発行済株式総数は6,810,160株であり、うちベンチャーキャピタル

及びベンチャーキャピタルが組成した投資事業組合（以下「VC等」）が所有している株式数は1,761,840

株であり、その所有割合は25.8％であります。 

 一般的に、VC等が未公開株式に投資する目的は、公開後に当該株式を売却してキャピタルゲインを得る

ことでありますから、今後所有する当社株式の一部又は全部を売却することが想定されます。なお、当該

株式売却により、短期的に需給バランス悪化が発生する可能性があり、当社株式の市場価格に影響を与え

る可能性があります。 

  

(7) 新株予約権の行使による株式価値の希薄化について 

 当社は、役員及び従業員等に対するインセンティブを目的としてストックオプション制度を導入してお

り、平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく新株予約権を当社の役員、従業員等

に対して付与しております。また、平成13年改正旧商法第280条ノ20の規定に基づく新株予約権をベンチ

ャーキャピタルに対して付与しております。 

 現在付与している新株予約権の行使が行われた場合、保有株式の株式価値が希薄化する可能性がありま

す。当連結会計年度末現在、新株予約権による潜在株式数は1,334,000株であり、発行済株式総数

6,810,160株の19.5％、潜在株式も含めた株式総数8,144,160株の16.3％に相当しております。 

  

５ 【経営上の重要な契約等】 

技術援助契約等による合弁事業 

  

 
  

契約締結先 内容 出資額(出資比率％) 合弁会社名 設立年月

Techno Semichem 
Co., Ltd. 

low-k 材 料、ALD 及 び
MOCVD材料に関する技
術供与 

 
当社 
  
  

Techno Semichem Co., Ltd. 

千韓国ウォン
245,000 

(49) 
千韓国ウォン 

255,000 
(51) 

Techno Trichem Laboratory 
Corporation 

平成16年９月

─ 14 ─



６ 【研究開発活動】 

当連結会計年度の研究開発活動は、基本的に従来のテーマを踏襲し、顧客のニーズによっては柔軟に新

規案件への対応を行うことを目標に掲げております。 

当社の研究開発スタッフは、開発専任者と製造兼任者を合わせて29名体制となっております。 

当連結会計年度における当社グループが支出した研究開発費の総額は273,978千円であります。 

なお、テーマ別の研究開発活動は次のとおりであります。 

  

(1)低誘電率薄膜材料(low-k材料)の開発 

   半導体の処理能力の向上に伴い、半導体内部の構造は益々微細化しております。その半導体内部で

は、金属配線が何層にも張り巡らされている中で様々な信号を伝達しておりますが、配線の微細化に伴

い、配線同士の距離が近くなりつつあります。これにより、近接する配線間の電気容量（配線間容量）

が大きくなってしまい、それに比例して配線を伝わる信号が遅くなるという現象（信号遅延）が発生

し、消費電力も増加してしまうという問題が顕著になってきました。この現象の解決策としては、金属

配線を支える層間絶縁膜材料を誘電率の低い材料(low-k材料)とすることが考えられております。 

   当社グループでは、既にデバイスメーカー量産工場向けにlow-k材料の供給を行っております。ま

た、そのノウハウを利用して、デバイスメーカーの研究所や大学等と共同で次世代・次々世代のlow-k

材料の開発も随時進めております。 

  

(2)ゲート(注１)絶縁膜材料の開発 

半導体内部の微細化に伴い、従来使用されてきたゲート絶縁膜(注２)であるシリコン酸化(二酸化珪

素)膜では、物理的に絶縁膜としての機能を果たせなくなりつつあります。これを解決するための手段

として、シリコン酸化膜より誘電率の高い材料(high-k材料)を用いる手法の検討が進んでおり、当社グ

ループでも、このhigh-k材料への流れに従って新規材料の開発を行っております。 

(注)１：半導体上のトランジスタの構成要素の一つ 

２：半導体上のトランジスタでゲート電極をシリコン基板から電気的に絶縁している膜 

  

(3)銅配線及び銅配線用拡散防止バリア膜材料の開発 

半導体内部を微細化するために、内部の配線も益々細くする必要が出てまいります。ただし、単に

配線を細くしただけでは、電気抵抗が大きくなることによる信号遅延が起こり得るため、より抵抗の

小さな配線材料が必要とされます。そのため半導体の配線材料はタングステンからアルミニウムへと

変化していき、そして現在では銅配線が採用され始めております。しかし、銅を配線材料に使用した

場合、基板上で銅の拡散が起こり半導体デバイスの性能を著しく損なう恐れがあります。この現象に

対処する方法としては、銅配線の周りに拡散を起こさせないための膜（バリア膜）を設けることによ

りこれを防止するプロセスが用いられます。当社グループでは、銅配線自体の材料を開発すると共

に、銅による悪影響を封じ込めるためのバリア膜材料の開発にも注力しており、大学等の研究機関・

装置メーカー等と共同開発を通して新規材料の開発を進めております。 
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(4)キャパシタ(注)向け材料の開発 

   近年、パソコン用途のみならず、家電製品・車載製品等へのDRAM需要が増加しており、また、今後

益々の大容量化・高性能化の要請も見込まれます。DRAMの進化による製造プロセスの変更等により、そ

れらに対応できる新規材料が必要となってまいります。当社グループではそれらの要望に対応するため

にキャパシタ向け新規材料の開発・大量生産化を行っております。また、既存材料の供給についても周

辺技術を含めた開発を進めております。 

(注)：半導体チップ上の蓄電池のこと 

  

(5)化学薬品周辺機器の開発 

   半導体製造において要求されるレベルの高純度薬品は、その性質上、デリバリーや供給設備につい

て、安全性及び品質を保持しながらハンドリングするためのノウハウが不可欠であります。当社グルー

プでは創業以来蓄積してきたそれらの知見を活用し、顧客・薬液に応じた特殊容器の開発やそれに付随

する周辺機器の開発を行っております。その一つとして、液面レベルセンサーの開発に成功し、大学な

どの研究機関・メーカー等へサンプル出荷を開始しております。 

 また、それらの技術を社内設備にも応用することにより、より一層の作業の安全確保と業務の効率化

を進めております。 

  

(6)その他研究開発 

   企業・大学等の研究機関より、各種新規材料開発・委託実験等の依頼が多々あります。当社グループ

では、他社では小回りがきかない個別の新規案件に対し、化学薬品メーカーとしての永年の経験とノウ

ハウを駆使して、迅速かつ詳細に、顧客要求に対応した開発を行っており、開発内容のみならず秘密保

持の点からも高い評価をいただいております。また、これらの案件は、将来の開発ターゲットを生み出

す基礎でもあり、マーケティングの一環ともなりうる要素であります。 
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７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

（1）財政状態の分析 

（流動資産） 

当連結会計年度末における流動資産の残高は、前連結会計年度末比590,222千円増加し2,057,043千円と

なりました。その主な要因は、売上高の増加に伴う売上債権及びたな卸資産の増加によるものでありま

す。 

  

  （固定資産） 

当連結会計年度末における固定資産の残高は、前連結会計年度末比384,119千円増加し1,746,797千円と

なりました。その主な要因は、今後更なる需要の拡大が見込まれる次世代半導体向けの新規化学薬品の量

産化を目的とした工場用地の取得、及び製品充填用容器等の工具器具備品購入に伴う有形固定資産の増加

によるものであります。 

  

  （流動負債） 

当連結会計年度末における流動負債の残高は、前連結会計年度末比74,253千円増加し1,372,630千円と

なりました。その主な要因は、増益に伴う未払法人税等の増加等によるものであります。 

  

  （固定負債） 

当連結会計年度末における固定負債の残高は、前連結会計年度末比105,679千円減少し186,626千円とな

りました。その主な要因は、長期借入金の返済に伴う減少によるものであります。 

  

  （純資産） 

当連結会計年度末における純資産の残高は、前連結会計年度末比1,005,768千円増加し2,244,584千円と

なりました。その主な要因は、新株予約権行使と公募による株式発行に伴う資本金と資本剰余金の増加、

及び当期純利益計上に伴う利益剰余金の増加によるものであります。 
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（2）経営成績の分析 

当連結会計年度における当社グループは、全役職員の意識改革を図り、半導体の微細化による製造プ

ロセスの変更等に伴う新規半導体製造用材料の販売地域の拡大と販売量の増加に注力いたしました。ま

た、米国子会社・台湾支店及び韓国の合弁会社を中心に海外商権の確保と販売量の増加に積極的に取り

組むと同時に、国内では研究開発分野での新規商権獲得などに取り組んで参りました。 

以上の結果、当連結会計年度における売上高は3,601,779千円（前年同期比33.3％増）となり、営業利

益は686,622千円（同98.1％増）、経常利益は628,113千円（同91.1％増）、当期純利益は369,798千円

（同93.7％増）となりました。 

各項目の特徴については、以下のとおりであります。 

  

（売上高） 

  売上高は、前連結会計年度に比べ33.3％増の3,601,779千円となりました。その主な要因は、ようやく

軌道に乗り始めた次世代半導体製造用材料のシフトに対応して開発した新製品の国内外拡販、及びアジア

をはじめとする海外での販売強化に努めたことによるものであります。 

  

（売上原価、売上総利益） 

  売上原価は、前連結会計年度に比べ30.9％増の1,862,387千円となりました。また、売上総利益は前連

結会計年度に比べ36.0％増の1,739,392千円となりました。売上総利益が増加した主な要因は、売上高の

増加に伴う稼働率の向上、及び諸経費削減等によるものであります。 

  

（販売費及び一般管理費、営業利益） 

  販売費及び一般管理費は、前連結会計年度に比べ12.9％増の1,052,770千円となりました。その主な要

因は、研究開発費の増加、上場関係費用の計上、及び売上高増に伴う荷造運賃費等の諸経費の増加などに

よるものであります。その結果、営業利益は前連結会計年度に比べ98.1％増加し686,622千円となりまし

た。 

  

（営業外損益、経常利益） 

   営業外収益は、持分法による投資利益の増加等により、前連結会計年度に比べ88.8％増の23,124千円

となりました。 

   営業外費用は、主に為替差損の増加等により、前連結会計年度に比べ170.7％増の81,632千円となり

ました。その結果、経常利益は前連結会計年度に比べ91.1％増加し628,113千円となりました。 

  

（税金等調整前当期純利益） 

   税金等調整前当期純利益は前連結会計年度に比べ91.1％増加し628,113千円となりました。 

  

（当期純利益） 

   法人税、住民税及び事業税に法人税等調整額を加えた税金費用は258,315千円となり、税金等調整前

当期純利益に対する割合は41.1％となりました。その結果、当期純利益は前連結会計年度に比べ93.7％

増加し369,798千円となりました。 
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独立監査人の監査報告書 

  
  

平成１９年６月２７日
株式会社 トリケミカル研究所 

取 締 役 会  御 中 
  
 

  
 

  
 

  
  
 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲
げられている株式会社トリケミカル研究所の平成１８年２月１日から平成１９年１月３１日までの連結
会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、
連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責
任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにあ
る。 
 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監
査の基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ること
を求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに
経営者によって行われた見積もりの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含ん
でいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 
 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に準拠して、株式会社トリケミカル研究所及び連結子会社の平成１９年１月３１日現在の財政状態並び
に同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点に
おいて適正に表示しているものと認める。 
  
追記情報 

 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成１９年５月２３日付で新株予約権が行使され
たことによる株式の発行を行っている。 

  
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。 
                                                                                  以  上 
  

 
  

新日本監査法人 

代表社員 
公認会計士 太 田 周 二   ㊞ 

業務執行社員 

代表社員 
公認会計士 原   勝 彦   ㊞ 

業務執行社員 

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券届出書提出会

社)が別途保管しております。 
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独立監査人の監査報告書 

  
  

平成２０年４月２４日
株式会社 トリケミカル研究所 

取 締 役 会  御 中 
  
 

  
 

  
 

  
  
 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の
状況」に掲げられている株式会社トリケミカル研究所の平成１９年２月１日から平成２０年１月３１日
までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変
動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸
表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明す
ることにある。 
 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監
査の基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ること
を求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに
経営者によって行われた見積もりの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含ん
でいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 
 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に準拠して、株式会社トリケミカル研究所及び連結子会社の平成２０年１月３１日現在の財政状態並び
に同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点に
おいて適正に表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。 
                                                                                  以  上 
  

 
  

新日本監査法人 

指定社員 
公認会計士 原   勝 彦   ㊞ 

業務執行社員 

指定社員 
公認会計士 小  林    宏   ㊞ 

業務執行社員 

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。 
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独立監査人の監査報告書 
  

  

平成１９年６月２７日
株式会社 トリケミカル研究所 

取 締 役 会  御 中 
  
 

  
 

  
 

  
  
 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲
げられている株式会社トリケミカル研究所の平成１８年２月１日から平成１９年１月３１日までの第２
９期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表
について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から
財務諸表に対する意見を表明することにある。 
 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監
査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求
めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営
者によって行われた見積もりの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。
当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 
 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠して、株式会社トリケミカル研究所の平成１９年１月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了す
る事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 
  
追記情報 

 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成１９年５月２３日付で新株予約権が行使され
たことによる株式の発行を行っている。 

  
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。 
                                                                                  以  上 
  

 
  
  

新日本監査法人 

代表社員 
公認会計士 太 田 周 二   ㊞ 

業務執行社員 

代表社員 
公認会計士 原   勝 彦   ㊞ 

業務執行社員 

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券届出書提出会

社)が別途保管しております。 
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独立監査人の監査報告書 
  

  

平成２０年４月２４日
株式会社 トリケミカル研究所 

取 締 役 会  御 中 
  
 

  
 

  
 

  
  
 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の
状況」に掲げられている株式会社トリケミカル研究所の平成１９年２月１日から平成２０年１月３１日
までの第３０期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び
附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立
の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 
 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監
査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求
めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営
者によって行われた見積もりの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。
当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 
 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠して、株式会社トリケミカル研究所の平成２０年１月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了す
る事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。 
                                                                                  以  上 
  

 
  
  

新日本監査法人 

指定社員 
公認会計士 原   勝 彦   ㊞ 

業務執行社員 

指定社員 
公認会計士 小  林    宏   ㊞ 

業務執行社員 

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。 
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